
平成１7年（２００5年） 5 月１5日
�����

3 ����������
��

担当課番号案内の
�
田 
�
保 の表記は 

�
田 …田無庁舎（南町５～６～１３）

�
保 …保谷庁舎（中町１～５～１）を表します

国
民
健
康
保
険
料
の
改
定�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�平成１７年国勢調査調査員を募集しています�

所得から控除できる額

特別児童扶養手当
（本人・配偶者等
共通）

児童扶養手当
　　　　　
　　　　種　別　　　　
　　　　　　　　

受給者（養育者）
配偶者
扶養義務者
孤児等の養育者

受給者（母）

８０,０００円８０,０００円８０,０００円社会保険料相当額
２７０,０００円２７０,０００円２７０,０００円障害・勤労学生控除
４００,０００円４００,０００円４００,０００円特別障害者控除
※２７０,０００円２７０,０００円０円寡婦（夫）控除
８０,０００円８０,０００円０円寡婦特別加算控除
５００,０００円５００,０００円５００,０００円老年者控除

控除相当額控除相当額控除相当額雑損・医療費・配偶者特別
・小規模共済等掛金控除

※配偶者は寡婦（夫）控除なし

　

国
民
健
康
保
険
料（
介
護
分
）

を
平
成　

年
４
月
か
ら
次
の
よ

１７

う
に
改
定
し
ま
し
た
。
納
付
書

は
７
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す
。

　

今
回
の
改
定
は
平
成　

年
１

１７

月
に
開
催
さ
れ
た
西
東
京
市
国

民
健
康
保
険
運
営
協
議
会
の
答

申
を
踏
ま
え
、
平
成　

年
３
月

１７

第
１
回
定
例
市
議
会
に
改
正
案

を
上
程
し
可
決
さ
れ
た
も
の
で

す
。
な
お
、
医
療
分
に
つ
い
て

は
前
年
ど
お
り
で
す
。

◎
介
護
分
保
険
料（
下
表
参
照
）

　

平
成　

年
度
に
西
東
京
市
が

１７

国
に
納
付
す
る
第
２
号
被
保
険

者
（　

歳
か
ら　

歳
）
に
係
る

４０

６４

介
護
納
付
金
は
約　

億　

万
円

１０

３００

で
す
。
介
護
納
付
金
の
財
源
負

担
は
、
国
が
２
分
の
１
、
残
り

の
２
分
の
１
を
保
険
料
で
賄
う

こ
と
に
な
っ
て

い
ま
す
。
介
護

納
付
金
の
総
額

が
増
え
た
た
め

に
保
険
料
の
負

担
額
が
増
え
、

現
行
の
料
率
で

は
支
払
額
に
不

足
が
生
じ
、
そ

の
不
足
分
を
補

う
た
め
改
定
す

る
も
の
で
す
。

　

加
入
者
の
皆
さ
ん
に
は
、
負

担
を
お
か
け
し
ま
す
が
、
ご
理

解
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

◆
保
険
年
金
課（
�田
 
�
内
線　

）
１４８２

医　療　分
限度額保険料率区分

５００,０００円

５�所得割（率）

１５�資産割（率）

１７,９００円均等割（額）

９,３００円平等割（額）

医療分については変更ありません

介　護　分

限度額改訂後改訂前区　分

８０,０００円
１.２５�１.０７�所得割（率）

１４,０００円１１,８００円均等割（額）

■
児
童
扶
養
手
当

▽
対
象　
　

歳
に
達
し
た
日
の
属

１８

す
る
年
度
の
末
日
以
前
（
一
定
の

障
害
が
あ
る
場
合
は　

歳
未
満
）

２０

の
次
の
い
ず
れ
か
の
状
態
に
あ
る

児
童
の
母
ま
た
は
養
育
者
（
母
ま

た
は
養
育
者
が
老
齢
福
祉
年
金
以

外
の
公
的
年
金
を
受
給
で
き
る
場

合
、
児
童
が
父
に
支
給
さ
れ
る
年

金
の
加
算
の
対
象
に
な
っ
て
い
る

場
合
は
除
く
）　

◎
父
母
が
離
婚

し
た
児
童　

◎
父
が
死
亡
ま
た
は

生
死
不
明
の
児
童　

◎
父
に
重
度

の
障
害
が
あ
る
児
童　

◎
父
が
１

年
以
上
拘
禁
さ
れ
て
い
る
児
童　

◎
父
に
１
年
以
上
遺
棄
さ
れ
て
い

る
児
童　

◎
婚
姻
に
よ
ら
な
い
で

生
ま
れ
た
児
童
（
認
知
し
た
父
の

扶
養
が
あ
る
場
合
は
除
く
）

　

な
お
、
昭
和　

年
８
月
１
日
以

６０

降
支
給
要
件
に
該
当
し
、
平
成　
１５

年
４
月
１
日
現
在
５
年
を
経
過
し

て
い
る
方
は
、
時
効
の
た
め
手
当

の
請
求
を
で
き
ま
せ
ん
。

▽
手
当
額　

全
部
支
給
月
額
…
４

万
１
千　

円
、
一
部
支
給
月
額
４

８８０

万
１
千　

円
〜
９
千　

円
（
所
得

８７０

８８０

に
応
じ
て　

円
き
ざ
み
）。第
２
子

１０

は
５
千
円
、
第
３
子
以
降
１
人
に

つ
き
３
千
円
の
加
算
。

■
特
別
児
童
扶
養
手
当

▽
対
象　
　

歳
未
満
の
中
・
重
度

２０

の
障
害
（
お
お
む
ね
愛
の
手
帳
１

〜
３
度
程
度
、
身
体
障
害
者
手
帳

１
〜
３
級
、
４
級
の
一
部
程
度
、

お
よ
び
、
日
常
生
活
に
著
し
い
制

限
を
受
け
る
状
態
の
精
神
障
害
）

の
あ
る
児
童
を
養
育
し
て
い
る
父

母
ま
た
は
養
育
者
。

　

手
帳
を
持
っ
て
い
な
く
て
も
指

定
の
診
断
書
に
よ
り
、
申
請
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

児
童
が
施
設
入
所
し
て
い
る
場

合
、
児
童
の
障
害
を
支
給
事
由
と

す
る
公
的
年
金
を
受
け
ら
れ
る
場

合
は
支
給
さ
れ
ま
せ
ん
。

▽
手
当
額　

重
度
障
害
児
月
額
５

万　

円
、
中
度
障
害
児
月
額
３
万

９００
３
千　

円
９００

■
各
手
当
共
通

　

各
手
当
は
、
申
請
の
あ
っ
た
翌

月
分
か
ら
支
給
さ
れ
ま
す
。
所
得

が
限
度
額
以
上
の
時
は
、
支
給
が

停
止
さ
れ
ま
す
。（
左
表
参
照
）

　

な
お
、
児
童
扶
養
手
当
に
関
し

て
は
、
手
当
の
受
給
者
が
母
の
場

合
は
、
母
が
看
護
す
る
児
童
の
父

か
ら
、
母
ま
た
は
児
童
が
受
け
取

る
養
育
費
に
つ
い
て
、
そ
の
金
額

の
８
割
が
母
の
所
得
と
し
て
取
り

扱
わ
れ
ま
す
。

◆
子
育
て
支
援
課（
�田
 
�
内
線　

、
１５２５

�保
 
�
内
線　

）
２１４２

平成１６年度児童扶養手当・特別児童扶養手当所得制限限度額表
（平成１５年中の所得）・平成１６年８月分～平成１７年７月分手当に適応

特別児童扶養手当児童扶養手当
扶養
人数 配偶者・　

扶養義務者本　　人孤児等の養育者・配
偶者・扶養義務者

本　　　人
一部支給全部支給

６,２８７,０００円４,５９６,０００円２,３６０,０００円１,９２０,０００円１９０,０００円０人
６,５３６,０００円４,９７６,０００円２,７４０,０００円２,３００,０００円５７０,０００円１人
６,７４９,０００円５,３５６,０００円３,１２０,０００円２,６８０,０００円９５０,０００円２人
６,９６２,０００円５,７３６,０００円３,５００,０００円３,０６０,０００円１,３３０,０００円３人

１人増すごとに
加算
２１３,０００円

1人増すごとに加算 380,000円４人
以上

老人扶養６万円
（老人扶養のみ
は２人目から）

特定扶養２５万円
老人扶養１０万円

老人扶養６万円
（老人扶養のみ
は２人目から）

特定扶養１５万円
老人扶養１０万円

１人につ
き加算

　

去
る
３
月　

日
に
、
西
東
京
市
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

２５

バ
ス
「
は
な
バ
ス
」
の
利
用
者
が　

万
人
を
達
成

３００

し
ま
し
た
。

　

市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
支
援
に
よ
り
、
平
成　

年
１４

３
月
末
の
運
行
開
始
か
ら
３
年
で
達
成
す
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。

　

こ
れ
か
ら
も
「
は
な
バ
ス
」
も
よ
ろ
し
く
お
願

い
し
ま
す
。

◆
交
通
計
画
課
（
�保
 
�
内
線　

）
２４７２

�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�

��
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
	
�



��
�
�
�
�
�
�
�
	
�



�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
	



　

市
内
で
社
会
教
育
活
動
を
し
て
い
る
自
主
団
体
（
た
だ
し
、
体
育

団
体
は
除
く
）
が
行
う
事
業
の
経
費
の
一
部
を
、
団
体
か
ら
の
申
請

に
基
づ
い
て
補
助
す
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

　

今
年
度
の
補
助
金
説
明
会
は
６
月
下
旬
を
予
定
し
て
い
ま
す
が
、

こ
の
制
度
を
活
用
し
た
い
と
お
考
え
の
団
体
は
、
気
軽
に
社
会
教
育

課
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

◆
社
会
教
育
課
（�
保
 
�
内
線　

）
2711

児

童

扶

養

手

当

特
別
児
童
扶
養
手
当
制
度

の
ご
案
内

　

国
民
年
金
や
厚
生
年
金
な
ど

の
年
金
額
は
、
実
質
的
な
価
値

が
変
わ
ら
な
い
よ
う
に
物
価
の

変
動
に
応
じ
て
自
動
的
に
額
を

改
定
す
る
「
自
動
物
価
ス
ラ
イ

ド
制
」
が
と
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
し
く
み
は
、
毎
年
、
総

務
省
が
作
成
す
る
年
平
均
の
全

国
消
費
者
物
価
指
数
の
変
動
率

を
基
に
し
て
年
金
額
が
改
定
さ

れ
る
も
の
で
す
。

　

平
成　

年
平
均
の
全
国
消
費

１６

者
物
価
指
数
の
変
動
率
が
０
・

０�
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
平

成　

年
度
の
年
金
額
に
つ
い
て

１７
は
改
定
は
行
わ
れ
ず
、
平
成　
１６

年
度
と
同
じ
額
に
な
り
ま
す
。

▽
老
齢
基
礎
年
金
（
年
額
）
…

　

万
４
千　

円

７９

５００

▽
障
害
基
礎
年
金（
年
額
）　

１

級
…　

万
３
千　

円
、
２
級
…

９９

１００

　

万
４
千　

円

７９

５００

▽
遺
族
基
礎
年
金
（
年
額
）
…

　

万
４
千　

円

７９

５００

▽
子
の
加
算
額（
年
額
）　

第
１

子
・
第
２
子
…　

万
８
千　

円
、

２２

６００

　

第
３
子
以
降
…
７
万
６
千　
２００

円第
３
号
被
保
険
者
の
届
出
漏
れ

が
救
済
さ
れ
ま
す

　

過
去
に
第
３
号
被
保
険
者
の

届
出
漏
れ
が
あ
る
場
合
、
こ
れ

ま
で
は
届
出
日
か
ら
遡
及
し
て

２
年
前
ま
で
の
期
間
し
か
保
険

料
納
付
済
期
間
に
算
入
さ
れ

ず
、
そ
れ
以
前
の
期
間
は
、「
保

険
料
未
納
期
間
」
と
さ
れ
て
い

ま
し
た
。　

４
月
１
日
の
制
度

改
正
に
よ
り
、
平
成　

年
４
月

１７

１
日
以
前
の
第
３
号
被
保
険
者

期
間
の
う
ち
、
２
年
前
以
前
の

期
間
に
つ
い
て
も
、
届
出
を
す

れ
ば
、「
保
険
料
納
付
済
期
間
」

と
認
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま

し
た
。届
出
漏
れ
の
あ
る
方
は
、

忘
れ
ず
に
届
出
を
し
て
く
だ
さ

い
。

　

な
お
、
平
成　

年
３
月
ま
で

１７

に
第
３
号
被
保
険
者
の
届
出
が

あ
り
、
第
３
号
被
保
険
者
に
該

当
し
て
い
な
が
ら
「
保
険
料
未

納
期
間
」
と
な
っ
て
い
る
こ
と

を
社
会
保
険
庁
で
把
握
し
て
い

る
期
間
に
つ
い
て
は
、
特
例
届

出
は
不
要
で
す
。
社
会
保
険
庁

に
お
い
て
自
動
的
に
保
険
料
納

付
済
期
間
へ
の
変
更
を
行
い
、

該
当
す
る
方
へ
４
月
下
旬
に
お

知
ら
せ
が
送
付
さ
れ
ま
し
た
。

手
続
き
・
方
法
等
は
武
蔵
野
社

会
保
険
事
務
所
へ
お
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。

※
詳
し
く
は
、
武
蔵
野
社
会
保

険
事
務
所
（�
０
４
２
２
・　
５６

・
１
４
１
１
）
ま
た
は
保
険
年

金
課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

◆
保
険
年
金
課（
�田
 
�
内
線　

、
１４９３

�保
 
�
内
線　

）
２１３７

国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国国
民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民民
年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年
金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金金

◎　

年
度
の
年
金
額
は　

年
度
と
同
額
で
す
。

１７

１６

　市では、平成１７年
１０月１日現在で、全
国一斉に実施される
国勢調査調査員を募
集しています（特に
田無町、芝久保町、
富士町、保谷町、柳
沢、東町、南町、向

台町地区の調査員が不足していま
す）。　
　国勢調査は、５年ごとに行われ日
本に住んでいるすべての人を対象
とする最も基本的な統計調査です。
▽仕事内容　受け持ち調査区内の
全世帯を訪問し、調査票の配布・
回収・要図（略図）名簿の作成・

審査等を行います。
▽応募資格　調査に責任を持ち、
調査内容の秘密を守ることができ
る方
※税務・警察・選挙に直接関係あ
る方は除く
▽調査期間　９月中旬～１０月中旬
▽報酬　１調査区・４万５千円程
度、２調査区・８万５千円程度
（世帯数で金額は変わります）　
▽申込　田無庁舎５階総務部管財
課・保谷庁舎２階保谷庁舎管理課
で配布する申込書に必要事項を記
入のうえ、６月下旬までに本人が
同課へ提出してください。
◆管財課（�田 �内線１２２１）


